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令和元年度事業実績報告 

（平成 31年 4月 1日～令和 2年 3月 31日） 

令和元年度事業計画に則り、介護老人保健施設がケアの質の向上をはかり、地域の社会資源としての

役割を果たしていくことができるよう、各種教育研修事業及び人材確保・育成対策事業を実施したほか、

次期介護報酬改定への課題等を把握するため、各種調査研究事業等の実施、迅速・適確な情報伝達を図

るべく ICT 事業の展開等による広報活動を行った。新型コロナウイルス感染症への対応を厚生労働省等

と連携して行った。また、本協会の創立 30周年を祝し記念式典及び記念祝賀会を開催した。 

当期中における主要事業の概要は、以下のとおりである。なお、事業詳細は、機関誌『老健』におい

て「協会の活動」及び「芝公園だより」等に掲載した。 

1 会議 

(1) 社員総会

定款の規定に基づき定時社員総会を 1回、臨時社員総会を 1回開催し、付議された案件を審議、可

決承認した。議決案件等の概要は次のとおりである。 

① 第 8回定時社員総会

・開催の日時 令和元年 6月 28日（金）15：00～17：00 

東京都港区芝公園 3-3-1  

東京プリンスホテル 2階「マグノリアホール」 

・社員数 .100名 

・出席社員 87名 合計 100名 

・書面による議決権行使社員 10名 

・欠員社員数 3名 

・議決案件等

第 1号議案 平成 30年度事業報告案について 

第 2号議案 平成 30年度決算報告案について 

報 告 事 項 (1) 審議会等報告について

(2) 全国大会について

(3) 令和元年 5月 31日現在加入状況について

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について

② 第 1回臨時社員総会

・開催の日時 令和 2年 3月 13日（金）13：30～14：00 

東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 会議室 

・社員数 100名 

・出席社員 4名 合計 100名 

・書面による議決権行使社員 92名 

・欠席社員数 4名 
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・議決案件等 

第 1号議案 令和 2年度事業計画案について 

第 2号議案 令和 2年度収支予算案について 

第 3号議案 令和元年度事業計画の一部変更案について 

第 4号議案 令和元年度収支補正予算案について 

第 5号議案 諸規程の一部改正について 

報 告 事 項 (1) 令和 2年 1月 31日現在加入状況について 

(2) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

 (2) 理事会 

定款の規定に基づき定例理事会を 2 回、臨時理事会を 1 回開催し、社員総会に付議すべき事項等に

ついて審議、可決承認した。審議案件の概要は次のとおりである。 

① 第 1回定例理事会 

・開催の日時 令和元年 6月 7日（金）17:00～19:00 

 東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 会議室 

・理事の現在数 26名 

・出席者数 17名  

・議決案件等 

第 1号議案 平成 30年度事業報告案について 

第 2号議案 平成 30年度決算報告案について 

第 3号議案 第 8回定時社員総会の開催について 

第 4号議案 諸規程の一部改正について 

第 5号議案 委員会委員等の承認について 

第 6号議案 新規入会申込者(平成 31年 1月 1日～平成 31年 4月 30日)について 

第 7号議案  会員変更申請者(平成 31年 1月 1日～平成 31年 4月 30日)について 

報 告 事 項 (1) 業務報告について 

(2) 退会者について 

(3) 平成 31年 4月 30日現在加入状況 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

② 第 1回臨時理事会 

・開催の日時      令和元年 12月 13日（金）16：00～18：00 

 東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 会議室 

・理事の現在数 26名 

・出席者数 21名 

・議決案件等 

第 1号議案 令和元年度事業計画の一部変更案について 

第 2号議案 令和元年度収支補正予算案について 

第 3号議案 全国大会開催地について 

第 4号議案  諸規程の一部改正について 
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第 5号議案  委員会委員等の承認について 

第 6号議案  新規入会申込者(令和元年 5月 1日～令和元年 11月 30日)について 

第 7号議案  会員変更申請者(令和元年 5月 1日～令和元年 11月 30日)について 

報 告 事 項  (1) 業務報告について 

       (2) 退会者について 

(3) 令和元年 11月 30日現在加入状況について 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

(5) 「第 32回全国介護老人保健施設大会 岐阜」の開催日程の変更について 

③ 第 2回定例理事会 

・開催の日時      令和 2年 2月 14日（金）16:00～18:00 

 東京都港区芝公園 2-5-20 

ホテルメルパルク東京 3階「牡丹」 

・理事の現在数 26名 

・出席者数 20名 

・議決案件等 

第 1号議案 令和 2年度事業計画案について 

第 2号議案 令和 2年度収支予算案について 

第 3号議案 社員総会の開催について 

第 4号議案  諸規程の一部改正について 

第 5号議案  会員変更申請者(令和元年 12月 1日～令和 2年 1月 31日)について 

承 認 案 件    実地研修指定施設について 

報 告 事 項  (1) 業務報告について 

              (2) 退会者について 

       (3) 令和 2年 1月 31日現在加入状況について 

(4) 代議員・予備代議員、支部及びブロック一覧について 

  (3) 支部長会 

年度中に 1 回開催し、事業実施状況の説明を行ったほか、各支部からの要望事項等、意見交換を行

った。 

(4) 正副会長会 

年度中に 21回開催し、令和 3年度介護報酬改定に向けての対応、新規事業等、当協会事業の細目に

関する事項について検討を行った。 

(5) 常務理事会 

年度中に 11回開催し、各委員会活動の内容の協議、令和 3年度介護報酬改定に向けての対応等、そ

の他事業計画の執行について検討を行った。 

(6) 支部事務担当者会 

年度中に 1回開催し、事業実施状況の説明を行った他、公益社団法人として必要な各種事務連絡を 

伝達し各支部の要望について意見交換を行う等、協会本部と支部事務局との連絡を密にし、事業運営

に生かした。 
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2 大会事業 

第 30回全国介護老人保健施設記念大会 別府大分は、次の概要で開催された。 

日  時：令和元年 11月 20日（水）～22日（金） 

テ ー マ：「地域と共に紡ぐ令和老健 ～豊の国から真価・深化・進化～」 

大会会長：公益社団法人全国老人保健施設協会大分県支部長 大久保 健作 氏 

会  場：別府ビーコンプラザ（11/20 大分県別府市） 

iichiko総合文化センター 他（11/21～22 大分県大分市） 

参加者数：4,697名 

演 題 数：1,186題(ポスターセッション含む) 

後  援：厚生労働省、大分県 他 116市町村及び団体 

・第 1日目 11月 20日（水） 

 午後 第 13回老健医療研究会  88名 

  研修会 ① 理想のサービスをスタッフ一丸で実践するために 148名 

② 認知症    171名 

③ R4システム    146名 

開会セレモニー(協会表彰、演題発表優秀奨励賞表彰、全老健会長記念講演含む) 

・第 2日目 11月 21日（木） 

 午前 開会式（厚生労働大臣表彰、含む） 

  特別講演 「介護老人保健施設に期待する役割」 

       厚生労働省老健局 老人保健課長 眞鍋 馨 

第 30回記念リレー講演 1 

 「介護保険制度～地域包括ケアシステム 次に必要な仕組みは？」 

公立大学法人埼玉県立大学 理事長、慶應義塾大学 名誉教授 田中 滋 

第 30回記念リレー講演 2 

「介護サービスの質の評価から慢性期 DPCへと進むのか!? 介護の将来像は!?」 

産業医科大学 医学部 公衆衛生学 教授 松田 晋哉 

リレー講演ディスカッション 

教育講演Ⅰ 

「笑い×介護～芸人活動と介護の現場から学んだコミュニケーションのヒント～」 

一般社団法人介護エンターテイメント協会 代表、介護エンターテイナー、 

作業療法士、ケアマネージャー、芸人   石田 竜生 

 午後 記念講演 「認知症ケア山口塾 ～みんな笑顔のポジティブケア～」 

            認知症介護研究・研修東京センター センター長、群馬大学 名誉教授   

山口 晴保 

  シンポジウムⅠ 「ケアの質」 

市民公開講演Ⅰ 「本当に有効なサプリメント・健康法」 

  新潟大学 名誉教授、水野介護老人保健施設 施設長、社会医療法人社団昭愛会 常務理事 

   岡田 正彦 
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市民公開講演Ⅱ 

「『南海トラフ巨大地震』と『大規模水害』に備える～過去の大規模地震と水害に学ぶ～」 

公益財団法人市民防災研究所 理事・事務局長 坂口 隆夫 

協賛企画（岡山県支部） 

「老健で行う ACP(アドバンス・ケア・プランニング)～会話ドラマと解説で人生会議の 

プロセスを学ぼう!～」 

研究発表（ポスターセッション含む）、共催ランチョンセミナー、懇親会、福祉・医療機器展 

・第 3日目 11月 22日（金） 

 午前 教育講演Ⅱ 「防げるリスク・防げないリスク」            全老健副会長 本間 達也 

全老健研究事業報告 「平成 30年度調査研究事業に関する報告」 

① 介護老人保健施設の目的を踏まえた施設の在り方に関する調査研究事業 

② リハビリテーションの医療機関・施設から在宅への円滑な移行に関する調査研究事業 

シンポジウムⅡ 「地域貢献」 

協賛企画（佐賀県・福岡県支部） 「介護人材の育成と海外人材の確保」 

 午後 協賛企画（京都府支部） 「SNSを利用した広報活動」 

  市民公開講演Ⅲ 「仏教が教える老病死を超える道」 

医学博士、前龍谷大学大学院実践真宗学研究科 教授 田畑 正久 

  研究発表（ポスターセッション含む）、共催ランチョンセミナー、福祉・医療機器展 

DRUM TAO 激励公演 

     閉会式 

 

3 教育事業 

老健施設におけるサービスの質の維持・向上を図り、利用者及びその家族に良質なサービスを提供す

ることを目的として、理念教育・専門性の向上・職員のスキルアップ、そして施設の安定経営等に資する

情報提供を含めた各種研修事業等を以下のとおり実施した。 

（1） 職員基礎研修事業 

老健施設職員に必須の基礎的知識及び理念の修得を目的として、実務経験 2 年未満の職員等を対象

に職員基礎研修会を実施した。 

職員基礎研修 

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1回東京都 令和元年 8月 5日（月）～6日（火） 品川フロントビル 110名 

第 2回大阪府 令和元年 9月 3日（火）～4日（水） グランキューブ大阪 132名 

全 2回 計 242名 

（2）実地研修事業 

実技修得を目的として、Aコース（基礎実技修得コース）は原則として老健施設勤務 1年以上の職員

を、Bコース（専門実技修得コース）は原則として老健施設勤務 2年以上の職員を対象に研修を実施し

た。 

コース 施設数 回数 受講者数 

Ａコース（基礎実技修得コース） 43 32 141名 

Ｂコース（専門実技修得コース） 79 64 380名 

計 122 96 521名 



 

6 
 

※ 1施設で複数のコースを実施した施設は、それぞれのコースをカウントしている。 

※ 「施設数」：各専門分野毎にコース設定が行われた施設数の合計（令和 2年 3月 31日現在）、 

「回 数」：中止等を除き、参加申し込みがあり実施されたコースの数。 

（3）管理者（職）研修事業（独立行政法人福祉医療機構 後援） 

管理者（職）としての基礎知識、行政の動向等について理解を深めることを目的として、施設の管理

者（職）及び開設予定者等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

大阪府 令和 2年 1月 30日（木） グランキューブ大阪 123名 

（4）中堅職員研修事業 

中堅クラスの職員としてのスキルアップを目的として、実務経験 5 年程度の職員等を対象に、講義

とテーマ別のグループディスカッションによる中堅職員研修会を実施した。 

中堅職員研修 

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1回東京都 令和元年 8月 5日（月）～6日（火） 品川フロントビル 108名 

第 2回大阪府 令和元年 9月 3日（火）～4日（水） グランキューブ大阪 136名 

全 2回 計 244名 

（5） ケアマネジメント研修事業 

「全老健版ケアマネジメント方式～R4 システム～」の普及・啓発及びケアマネジメントの実施と評

価に必要となる視点・知識・技術の修得を目的として、「ケアの質を上げる研修会」を、施設職員等を

対象に実施した。 

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 令和 2年 2月 12日（水） TFTビル 141名 

（6） リハビリテーション研修事業 

老健施設におけるリハビリテーションについて、最新情報や実務者として必要な知識を修得すること

を目的として、施設職員等を対象に実施することとし、令和 2年 3月 10日（火）～3月 11日（水）に

大阪府での開催を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により中止となった。 

（7） 医師研修事業 

老健施設における医師の役割、施設のマネジメント等について理解を深めることを目的として、医師

を対象とした研修会を実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 令和元年 7月 30日（火）～31日（水） 主婦会館プラザエフ 45名 

（8）認知症ケア研修事業 

「認知症短期集中リハビリテーション実施加算」の算定要件ならびに「認知症患者リハビリテーショ

ン料」の施設基準となる「認知症に対するリハビリテーションに関する専門的な研修」を、公益社団法

人日本医師会との共催、国立研究開発法人国立長寿医療研究センターの協力により、医師を対象に実施

した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 令和元年 6月 1 日（土） 飯田橋レインボービル 195名 

大阪府 令和元年 9月 14日（土） マイステイズ新大阪 139名 

全 2回 計 334名 

（9）看護職員研修事業 

老健施設のチームケアの中で看護職員が果たすべき役割等について理解を深めることを目的として、

看護職員等を対象に実施した。 
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開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 令和 2年 2月 4日（火）～5日（水） TFTビル 94名 

（10）通所リハビリテーション研修事業 

老健施設における通所リハビリテーションの役割や連携等について理解を深めることを目的として、

施設職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 令和元年 11月 3日（日） 品川フロントビル 199名 

（11）看取り研修事業 

利用者が最期までその人らしく過ごせるように、老健施設における適切な看取り・ターミナルケアを

学ぶことを目的とした研修会を、施設職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

大阪府 令和元年 10月 15日（火） 大阪国際交流センター 158名 

（12）生活行為向上リハビリテーション研修事業 

生活行為向上リハビリテーション加算の算定要件となる「生活行為の内容の充実を図るための研修」

を、公益社団法人日本医師会、一般社団法人日本慢性期医療協会、一般社団法人日本リハビリテーショ

ン病院・施設協会、一般社団法人全国デイ・ケア協会との共催により、施設リハビリ職員等を対象に実

施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

大阪府 
令和元年 6月 3日（月）～4日（火） 

大阪国際交流センター 
140名 

1日コース：令和元年 6月 3日（月） 2名 

東京都 
令和元年 12月 5日（木）～6日（金） 

TFTビル 
107名 

1日コース：令和元年 12月 5日（木） 0名 

全 2回 計 249名 

※ 受講者数は 1日コース、2日コースの合計 

※ 上表は全老健主催分のみ。 共催分を含む本年度の開催実績は全 6回/受講者数 867名 

（13）介護老人保健施設経営セミナー事業 

独立行政法人福祉医療機構との共催により「介護老人保健施設経営セミナー」を行った。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 令和元年 11月 8日（金） 全社協・灘尾ホール 241名 

（14）老人保健施設管理医師総合診療研修事業 

老健施設の管理医師として必要な医学管理の知識等を修得するとともに、「所定疾患施設療養費 II」

の算定要件となる「感染症対策に関する研修」の基準を満たす研修として、一般社団法人日本老年医学

会と共催（協力：国立研究開発法人国立長寿医療研究センター）で、以下の 5会場において同時中継に

より研修会を実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 
（Ⅰ期） 

令和元年 6月 29日（土）～30日（日） 

（Ⅱ期） 

令和元年 10月 5日（土）～6日（日） 

TKPガーデンシティ PREMIUM京橋 100名 

東京都 TKPガーデンシティ PREMIUM池袋 122名 

愛知県 TKP名古屋駅前カンファレンスセンター 44名 

大阪府 TKPガーデンシティ大阪淀屋橋 146名 

福岡県 TKPガーデンシティ天神 64名 

（全 5会場） 計 476名 

※ 診療報酬上の「総合評価加算」の要件の研修としても実施 
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4 制度対策事業 

令和 3年度介護報酬改定を視野に入れた以下の事業を行った。 

(1) 関連情報の提供等 

介護老人保健施設関連通知・通達類をはじめ、社会保障審議会（厚生労働省）資料、全国介護保険担

当課長会議（厚生労働省）資料、「介護保険最新情報」等を、役員、支部長、代議員、各都道府県支部

及び会員施設あてに、ホームページ、メールマガジン、FAX ニュース、機関誌『老健』、LINE 等の

媒体を通じて周知を図った。 

特に、社会保障審議会介護給付費分科会・介護保険部会の審議概要をはじめ、令和元年度の消費税

率引上げに伴う介護報酬改定について、随時 FAXニュースとメールマガジンの速報等で情報提供を行

った。 

(2) 関連調査等 

年度毎の介護老人保健施設の経営実態を把握するため、事業所の収支や利用者の状況等のデータを

収集した。また、消費税増税に伴い新たに加わった加算について「介護職員等特定処遇改善加算に関す

る緊急 WEB アンケート」や、訪問リハビリテーション事業所の運営についての実態と課題等を把握

し、次期介護報酬改定へ向けての要望の材料とするため「訪問リハビリ提供に関するWEB調査」を緊

急に実施した。なお具体的には、6 調査研究事業(5)(6)において報告したとおりである。 

(3) 介護老人保健施設のあり方に関する各種要望等 

介護老人保健施設を取り巻く課題について整理を行い、介護老人保健施設の現状に関するデータを

分析し、社会保障審議会介護給付費分科会等において提言を行った。また、関係団体と連絡を取り、

特定処遇改善加算の申請における書類の簡素化や訪問リハビリテーションの提供の課題等について、

厚生労働省担当課へ要望書を提出した。 

さらに、当協会の要望事項について広く国政に反映させるため、全国老人保健施設連盟の協力も得

て各種活動を展開した。 

 

5 認定資格制度事業 

(1) 認知症ケア研修事業 

3 教育事業(8) 認知症ケア研修事業において報告したとおりである。 

(2) リスクマネジャー資格認定事業 

介護老人保健施設において発生するリスクを包括して把握し対応するリスクマネジャーを養成する

目的で、資格を認定する「リスクマネジャー資格認定試験」の実施及び受験資格の取得に向けた「リス

クマネジャー養成講座」を開催した。また、リスクマネジャー資格が 5 年毎の更新制のため、資格更

新試験（e-learningとレポート提出等による更新試験）を実施した。さらに、資格認定試験及び資格更

新試験の受験者を対象に、試験に先立ち e-learningによる模擬試験も実施した。 

① リスクマネジャー資格認定試験 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 令和元年 7月 4日（木） AP東京八重洲通り 190名 

② リスクマネジャー資格更新試験 

実施期間 方法 受講者数 

更新試験 令和元年 7月 4日（木）～31日（水） e-learning 203名 
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③ リスクマネジャー養成講座 

実施期間 会場 受講者数 

Ⅰ期 令和元年 9月 25日（水）～27日（金） 
AP東京八重洲通り 187名 

Ⅱ期 令和 2年 2 月 19日（水）～21日（金） 

(3) 生活行為向上リハビリテーション研修事業 

3 教育事業(12) 生活行為向上リハビリテーション研修事業において報告したとおりである。 

(4) 老人保健施設管理医師総合診療研修事業 

3 教育事業(14) 老人保健施設管理医師総合診療研修事業において報告したとおりである。 

 

6 調査研究事業 

（1）介護保険制度と介護老人保健施設のあり方に関する調査研究事業 

令和元年度老人保健事業推進費等補助金（老人保健健康増進等事業分）を受け、研究班を設置し、以

下の事業を実施した。 

①介護老人保健施設のデータ収集システムの活用に関する調査研究事業 

科学的介護データベース（Care, HeAlth Status & Events; CHASE）に関して、モデル的にデー

タを収集し、収集における課題等についての整理を行った。 

②介護老人保健施設における認知症リハビリテーションの効果に関する調査研究事業 

介護老人保健施設における認知症リハビリテーションについて、入所者像等も踏まえた認知症リ

ハビリテーションの効果的な方法等について検討を行った。 

（2）業務マニュアル等の見直し 

電子媒体による業務マニュアル『より良きケアを提供するための老健施設ハンドブック』を更新した。 

（3）介護老人保健施設におけるインフルエンザ様疾患の状況に関する調査 

令和元年 10月現在の正会員施設を対象に令和元年 10月 1日～令和 2年 5月 31日における入所者・

通所者・職員のインフルエンザ様疾患の状況等についてアンケート調査を行った。 

（4）令和元年度介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査 

平成 16 年度からデータを蓄積している会計年度ごとの収支状況について、平成 30 年度収支データ

を収集するとともに、施設特性や地域特性等の現場に基づくデータを収集する目的で、令和元年 7月末

現在の正会員施設を対象に、悉皆調査を実施した。 

（5）訪問リハビリ提供に関するWEB調査 

訪問リハビリテーション事業所の運営についての実態と課題等を把握し、次期介護報酬改定へ向け

ての要望の材料とするため、一般社団法人日本訪問リハビリテーション協会と共同で、WEBにて悉皆

調査を実施した。 

（6）介護職員等特定処遇改善加算に関する緊急WEBアンケート 

令和元年 10月からの算定のため特定加算の申請をした会員施設より、申請書類の簡素化や指定権者

（都道府県・市町村等）における書式の統一化（ローカルルールの廃止）等の意見が多数寄せられたこ

とから、申請書類の簡素化等を要望する材料とするため、公益社団法人全国老人福祉施設協議会と合

同でWEBにて悉皆調査を実施した。 

（7）介護老人保健施設におけるリスクマネジメントに関する実態調査 

介護老人保健施設の現場の実態に沿ったリスクマネジメントの在り方等について国へ要望するため

悉皆調査を実施した。 
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（8）新型コロナウイルス感染症に関するアンケート 

新型コロナウイルス感染症について、正会員施設を対象に、悉皆調査を実施した。 

① マスク・手指消毒アルコール等の衛生材料等の備蓄状況把握のための緊急アンケート 

② マスクの納入に関する緊急アンケート 

 

7 広報出版事業 

(1) 機関誌『老健』の刊行 

機関誌『老健』を 12回定期刊行し、当協会会員施設をはじめ、厚生労働省、都道府県ならびに政令

指定都市介護保険担当主管課、関係諸団体、公立等図書館、リハビリ専門職養成校、主要マスコミ、

個人購読者等へ配付し、介護保険制度および介護老人保健施設に関連する情報を提供するとともに、

当協会の活動に関する広報活動を行った。(総発行部数 145,240部) 

各号の特集および主要企画等は以下のとおり。 

・2019年 4月号 指標 60以上！在宅強化型・超強化型をめざして 

・2019年 5月号 老健施設における“リスクマネジャー”の重要性 

・2019年 6月号 都道府県老健の事業活動 

・2019年 7月号 老健施設での ACPの取り組み～「看取り」のあり方を考える～ 

・2019年 8月号 老健施設における地域貢献活動の取り組み 

・2019年 9月号 老健施設からの訪問リハビリの利点と効果 

・2019年 10月号 特集①全老健創立 30 周年～老健施設の歴史とこれから～ 

特集②働き方改革！ 法改正で人事労務管理実務が変わる 

・2020年 11月号 「認知症施策推進大綱」の示す方向性 

・2020年 12月号 老健施設における集団リハビリの有効性 

・2020年 1月号 新春対談 介護保険制度の維持に老健施設の役割は大きい 

・2020年 2月号 高齢者の“転倒”は疾患（老年症候群）である 

・2020年 3月号 第 30回全国介護老人保健施設記念大会 別府大分 

この他、令和 2年度からの誌面刷新にむけて、準備を行った。 

(2) ニュースペーパーの発行 

情報の周知を目的に、機関誌『老健』の刊行に先立って、主な掲載記事をデジタル配信する『老

健』ニュースペーパーの配信を毎月 1回行った。 

(3) メールマガジンの配信 

メールマガジン＜e-roken(イー・ローケン)＞を合計 66回配信し、当協会ホームページ、会員専用ホ

ームページと連動して迅速な情報提供を行った。 

メールマガジンの配信状況は以下のとおり。 

・定期配信版＜e-roken (イー・ローケン)＞ 計 24回配信（第 354号～第 377号） 

・速報版＜e-roken flash(イー・ローケン・フラッシュ)＞ 計 42回配信 

(4) インターネット、ホームページ等を活用した広報活動 

当協会ホームページ上に介護老人保健施設や当協会活動、会員施設に関する最新情報を随時掲載

し、一般国民に向けた広報を行った。また、施設紹介サイトにおいて、施設類型の登録、検索機能を
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追加した他、平成 27年度に制作した「老健施設の介護のやりがいと魅力」動画を再公開した。 

(5) 全老健 FAXニュースの配信 

審議会等の即時情報発信として「全老健 FAXニュース」を配信した。合計 2回（Vol.37～Vol.38）

配信し、当協会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情報提供を行った。 

(6) LINEによるメッセージの配信 

さらなる情報発信ツールとして 5月に公式 LINEアカウントを開設した。令和元年度はメッセージ

を 56回配信し、当協会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情報提供を行った。 

(7) その他の出版物の刊行 

当協会の広報及び介護老人保健施設の運営、教育等に資する目的で、以下の出版物等を編集・発行

した。 

・『令和元年版介護白書 －老健施設の立場から－』（令和元年 11月刊） 

・『介護老人保健施設 新在宅支援推進マニュアル』（令和元年 11月刊） 

(8) 全老健イメージキャラクター創設 

 老健施設を広く周知するために、イメージキャラクターを設定することとし、候補をWEB投票等に

て選考、商標登録の申請を行った。 

 

8 ICT関連事業 

当協会ホームページならびに会員専用ホームページ上に社会保障審議会（厚生労働省）等資料・レポ

ートを掲載した。また当協会ホームページでは引き続き求人情報サイト、施設紹介サイト及び介護法令

等の検索ページを運営した。新たに公式 LINEアカウントを開設した他、独自の全国大会発表演題登録

システムの運用を第 30回全国介護老人保健施設記念大会 別府大分から開始した。 

なお、上記を含め ICT関連事業については、6調査研究事業(2)、7 広報出版事業(2)(3)(4)(6)において

報告したとおりである。 

 

9 老健施設人材確保・育成対策事業 

(1) 2019年度介護老人保健施設人材マネジメント塾 

介護人材確保に資するために、テーマを「外国人介護人材の受入れに関する情報提供」とした。また受講者

の利便性を高くするため、令和元年 7 月 18 日より全老健会員専用ページにおいて無料動画配信にて開催し

た。 

(2) 介護福祉士資格の国家試験合格義務化経過措置延長について 

現場における人材確保のために、介護福祉士資格の国家試験合格義務化経過措置延長に関する要望活

動を公益社団法人全国老人福祉施設協議会、公益社団法人日本認知症グループホーム協会とともに行った。 

(3) 国が開催する会議等への参画について 

介護現場革新会議、医療従事者の需給に関する検討会、国際医療・福祉専門家受入れ支援懇談会等、国

が行う人材に関する会議に参画した。また公益社団法人日本介護福祉士会、公益社団法人介護福祉士養成

施設協会、一般社団法人認定介護福祉士認証・認定機構など、人材に関連する団体に理事や委員として参

画した。 

 (3) 介護老人保健施設求人情報サイト 

引き続き、会員施設が無料で求人活動できるよう「求人情報サイト」の運営を行った。 
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10 安全推進事業 

毎年実施している安全推進月間（4月・10月）を実施した。平成 31年度は「利用者目線に立った不適

切なケアの予防」をテーマに、募集した標語をもとに、老健施設における事故防止等の周知・啓発を行

うための安全推進月間ポスターを作成し会員施設に配布した。この他、新人職員から中堅職員までを対

象に、老健施設で多い三大介護事故に焦点を当てたセミナーを開催した。 

2019年度介護老人保健施設安全推進セミナー 

（三大介護事故からひやりはっと分析・苦情対応まで～老健施設で多いリスクに対応するために～） 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 令和元年 5月 30日（木）～31日（金） TKP東京駅日本橋カンファレンスセンター 131名 

 

11  災害対策事業 

「令和元年東日本台風」等において、被災地支部や厚生労働省等の連携調整を行った。また「全老健災

害相互支援プロジェクト DMSP（Disaster Mutual Support Project for ROKEN）」の運営手順等の検討

や全老健と支部との情報共有のシステムとして LINE WORKS等の運用を開始した。 

 

12 常設委員会事業 

(1) 総務・企画委員会 

平成 30年度事業報告案・決算報告案、令和元年度事業計画の一部変更案・収支補正予算案、令

和 2年度事業計画案・収支予算案について検討した。また、定款及び諸規程の見直し、全国大会開

催地について検討した。その他、2つの部会を設置し、以下の事業を実施した。 

① 企画部会 

正副会長会及び常務理事会の要請に応じて出席し、新規事業等について意見交換を行った。 

② 大会推進部会 

第 30 回別府大分記念大会から第 32 回岐阜大会までの準備状況等の確認を行った。また、演題登

録について独自システムの構築、大会参加費の設定等について検討を行った他、今後の大会運営の

在り方についても意見交換した。 

（2) 管理運営委員会 

管理運営委員会に 2つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

① 安全推進部会 

令和 2 年 4 月 1 日施行の民法改正に伴い、介護老人保健施設の入所約款等においても身元引受人

（保証人）が支払の責任を負う金額の上限となる「極度額」を定める必要があることから、全老健ホ

ームページに掲載されている約款の見直しを行った。 

また、介護老人保健施設における安全推進に資する目的で、リスクマネジャー資格認定制度、安全

推進セミナーを実施した他、災害対応について検討を行った。具体的には、5 認定資格制度事業(2) 、

10 安全推進事業、11 災害対策事業において報告のとおりである。 

② 在宅支援推進部会 

平成 30 年度介護報酬改定において一層強化された介護老人保健施設における在宅支援機能の一

助となる「介護老人保健施設 新在宅支援推進マニュアル」の執筆・編集等を行った。また、平成

30年度介護報酬改定において介護老人保健施設の施設類型を分類する在宅復帰・在宅療養支援等指

標が設定されたことを受け、ひとつ上の類型を目指し、在宅生活を支援するための取り組み事例や
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施設内の体制づくりなどのノウハウを学ぶことを目的として、以下のセミナーを開催した。 

2019年度在宅支援・在宅復帰推進セミナー 

開催地 実施期間 会場 参加者数 

東京都 令和 2年 1月 17日（金） ＡＰ東京八重洲通り 180名 

（3）研修委員会 

2 大会事業及び 3 教育事業における各種研修会の実施計画とカリキュラムについて検討し、計画に

則り実施した。詳細については、2 大会事業及び 3 教育事業において報告のとおりである。このほか、

6 調査研究事業(2)業務マニュアルの見直し等を行った。 

また、看護師の特定行為への対応や老健施設における看護の在り方等について検討する目的で、研修

委員会に看護ケア部会を設置した。 

（4）学術委員会 

2 大会事業のうち第 13 回老健医療研究会のカリキュラムを検討し実施したほか、6 調査研究事業

(3) 介護老人保健施設におけるインフルエンザ様疾患の状況に関する調査を行った。 

また、学術委員会にケアマネジメント部会を設置し、3 教育事業(5) ケアマネジメント研修事業の

実施等を通じて、R4システムの普及・啓発に努めた。 

（5) 社会保障制度委員会 

社会保障制度における課題や今後の介護老人保健施設のあり方等について検討するため、社会保障

制度委員会に 2つの部会を設置し、以下の活動を行った。 

① 介護報酬部会 

4 制度対策事業に資するため、各種調査の実施、調査データ分析等を行ったほか、介護保険関連

情報の提供等について随時検討を行った。 

具体的には、4 制度対策事業、6 調査研究事業(4)(5)(6)(7)、7 広報出版事業(1)(2)(3)(4)(5)(6)にお

いて報告したとおりである。 

② 消費税対策部会 

介護老人保健施設における消費税の取り扱い及び税制改正等について検討を行った。 

(6) 名誉・倫理諮問会議 

厚生労働大臣表彰被表彰者の推薦、全国老人保健施設協会表彰及び安全優良職長厚生労働大臣顕彰の

審査を行った他、全国老人保健施設協会表彰規程及び表彰規程実施細則について検討し見直しを行った。 

(7) 学術倫理委員会 

当協会が行う臨床研究・疫学研究等申請があった研究について審査を行った。 

(8) 広報情報委員会 

機関誌『老健』刊行、インターネット、ホームページ、FAX等を活用した広報・情報提供を行った。

具体的には、7 広報出版事業において報告したとおりである。 

(9) 人材対策委員会 

外国人介護人材受入について情報提供を「人材マネジメント塾」として行った。また国等が実施する

介護人材等の育成・確保に関する事業並びに外国人介護人材に関する事業に協力した。具体的には、9

老健施設人材確保・育成対策事業において報告したとおりである。 

さらに人材制度部会を設置し、委員会と一体となって外国人介護人材受入について検討した。 
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13 高齢者ケア懇話会 

介護老人保健施設が国民に正しく理解され、また地域の社会資源として適切に利用されるため、広く

学識経験者・記者等の参集を求め、介護老人保健施設及び当協会の活動についての意見を頂戴し、これ

を当協会の活動に生かすことを目的として、記者及び有識者等との懇話会の開催を検討した。 

 

14 創立 30周年記念事業 

協会創立 30 周年を祝し、記念式典及び祝賀会を、令和元年 8 月 1 日（木）に品川プリンスホテル    

アネックスタワー 5階「プリンスホール」において、440名の参加者を得て開催した。 

 

記念式典 

・映   写   30 年のあゆみ動画 

・主催者挨拶   公益社団法人全国老人保健施設協会 会長 東 憲太郎 

・来 賓 祝 辞   厚生労働大臣 

（代理）厚生労働省 老健局長 大島 一博 

公益社団法人日本医師会 

（代理）公益社団法人日本医師会 常任理事  江澤 和彦 

社会福祉法人全国社会福祉協議会 会長   清家 篤 

・感謝状授与   塩原公認会計士事務所 所長 塩原 修蔵 

元産経新聞社 論説委員 塩見 戎三 

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター 理事長  鳥羽 研二 

元伊豆韮山温泉病院 名誉院長 長谷川 恒雄 

・特 別 講 演   埼玉県立大学 理事長・慶應義塾大学 名誉教授  田中 滋 

記念祝賀会 

・主催者挨拶   公益社団法人全国老人保健施設協会 会長 東 憲太郎 

・来 賓 祝 辞   地域包括ケアシステム・介護推進議員連盟 会長代行 山口 俊一 

公益社団法人日本医師会 会長 横倉 義武 

元厚生労働大臣 衆議院議員  田村 憲久 

         元厚生労働大臣 衆議院議員  塩崎 恭久 

                 自由民主党総務会長  前厚生労働大臣 衆議院議員  加藤 勝信 

・乾 杯   公益社団法人全国老人保健施設協会 名誉会長 山口 昇 

・V T R 映 写 
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15 正会員の加入動向 

令和元年度末における正会員数は 3,588 名である。なお、当協会設立時より今年度末までの年間加入

数及び各年度末正会員数は次表のとおりである。 

 年度中入会正会員数 年度中退会等正会員数 年度末正会員数 

平成 1年度   １７６名 

平成 2年度 １４４名  ３２０名 

平成 3年度 １４３名  ４６３名 

平成 4年度 １５２名  ６１５名 

平成 5年度 １７５名  ７９０名 

平成 6年度 １９３名  ９８３名 

平成 7年度 ２０８名  １，１９１名 

平成 8年度 ３２２名  １，５１３名 

平成 9年度 ２８９名  １，８０２名 

平成 10年度 ３３３名 ３名 ２，１３２名 

平成 11年度 ２３７名 ２名 ２，３６７名 

平成 12年度 ２２７名 ３名 ２，５９１名 

平成 13年度 １０６名 １名 ２，６９６名 

平成 14年度 ９７名 ３名 ２，７９０名 

平成 15年度 １１９名 ２名 ２，９０７名 

平成 16年度 １１７名 ５名 ３，０１９名 

平成 17年度 １３７名 ３名 ３，１５３名 

平成 18年度 ９１名 ５名 ３，２３９名 

平成 19年度 ５９名 １１名 ３，２８７名 

平成 20年度 ４７名 １３名 ３，３２１名 

平成 21年度 ４３名 ４名 ３，３６０名 

平成 22年度 ３８名 ７名 ３，３９１名 

平成 23年度 ５１名 ６名 ３，４３６名 

平成 24年度 ７２名 １０名 ３，４９８名 

平成 25年度 ３１名 １５名 ３，５１４名 

平成 26年度 ５０名 ９名 ３，５５５名 

平成 27年度 ４４名 １４名 ３，５８５名 

平成 28年度 ３０名 ２２名 ３，５９３名 

平成 29年度 ３４名 ２０名 ３，６０７名 

平成 30年度 ３６名 ２９名 ３，６１４名 

令和元年度 １０名 ３６名 ３，５８８名 
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